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能勢町の紹介
ó 人口 10,181人 世帯数 4,560世帯(平成30年10月1日現在)

ó 面積 98.75ｋ㎡

ó 高齢化率 37.8％（平成30年10月1日現在）

ó 児童人口 950人（平成30年10月1日現在）

※平成28年4月に町内の6小学校2中学校を施設一体型の

小学校１校、中学校１校に再編

スクールバス 10台

公立保育所１箇所、私立認定こども園１箇所
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能勢町子どもの未来応援センターの設置までの経過と事業展開

ó 3つの視点
ó 切れ目なくつなぐ
ó 教育と福祉の連携
ó 地域とのつながり

ó 4つの支援方策
ó 子どもの生活習慣、学習習慣に対する支援
ó 子どもに対する相談体制、居場所づくりの強化
ó 保護者が子どもに対して関心を高めるための支援
ó 保護者に対する相談体制の整備

「3つの視点」と「4つの支援方策」により平成29年度より事業
を展開する。

平成28年度「子どもの生活に関する実態調査」を大阪府及び能勢町を含む府内13市町と共同実施
した結果、家庭が抱える様々な課題と地域における「つながり」の希薄化等による家庭教育力の
低下が明らかとなった。
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子ども及び保護者に対する相談体制の整備

ó 能勢町子どもの未来応援センターを設置した背景
能勢町保健福祉センターにおいて、既に健康福祉部（福祉課・健康増進課）の職員、専門職が
限られた人員ではあるが、連携することにより効果的・効率的に業務を遂行してきた実績が
あったため、住民に窓口が分かりやすくなるよう、体制の整備を行ったもの。

児童福祉法及び母子保健法の平成29年4月改正施行に伴い「能勢町子どもの未来
応援センター」を保健福祉センター内に設置。（平成29年4月）

【健康福祉部】
ó 福祉課（福祉係）
ó 地域福祉、民児協、援護、障がい福祉、高齢者福祉、児童福祉、保育所、放課後児童ク
ラブ、母子・寡婦、子育て支援(子育て支援センター)、児童相談、こども園、幼稚園、
赤十字、虐待防止（児童・障がい）、成年後見、生保・生活困窮

ó 健康増進課（健康管理係）
ó 母子保健、健康管理（面談・訪問・栄養指導等）、健康診査・がん検診、予防接種、食
育、特定健診・特定保健指導、診療所
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能勢町子どもの未来応援センターの概要
ó 妊娠期から学齢期にわたり切れ目のない支援を行う、加えて相談窓口を一本化(ワン
ストップ化)した能勢町子どもの未来応援センターは、「能勢町子どもの未来応援セン
ター設置要綱」において市区町村子ども家庭総合支援拠点及び子育て世代包括支援セ
ンター（利用者支援事業（母子保健型））の機能を有し、健康福祉部（福祉課及び健
康増進課）が主担当機関として一体的に支援を実施するものとしている。

ó 子どもの未来応援センターで行う支援又は事業
ó 妊産婦及び乳幼児の実情の把握に関すること
ó 妊産婦からの母子保健及び子育てに関する相談に
応じ、必要な情報提供、助言及び保健指導に関す
ること

ó 心身の不調、育児不安等により支援が必要と考え
られる妊産婦に対する支援プランの策定に関する
こと

ó 母子保健事業に関すること
ó 家庭教育支援事業に関すること
ó 子育て支援事業に関すること
ó 要保護児童等に対する支援に関すること
ó 前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要と認
めるもの

ó 子どもの未来応援センターが有する機能

ó 母子保健法（昭和40年法律第141号）第22条第1項の
母子健康包括支援センター

ó 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第10条の2の要
保護児童等支援拠点

ó 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59
条第1号並びに児童福祉法第21条の11第1項及び第2項
の規定により、子ども及びその保護者等の身近な場
所で、教育、保育、保健その他の子育て支援の情報
の提供及び必要に応じた助言等を行うとともに、関
係機関との連絡調整を行う利用者支援事業の母子保
健型（国が定める利用者支援事業実施要綱に規定す
る母子保健型をいう。）を一体的に実施する機能
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〇妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や支援を実施

・妊産婦及び乳幼児等の実情の把握 ・妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導
・関係機関との連絡調整 ・支援プランの策定

健康福祉部（主担当機関）が、2つの機能を担い、
「子どもの未来応援センター」として一体的に支援を実施

〇子どもの家庭支援全般に係る業務

・実情の把握、情報の提供、相談等への対応、総合調整

〇要支援児童及び要保護児童等への支援業務

・危機判断とその対応、調査、アセスメント、支援計画の

作成等、支援及び指導等、児童相談所の指導措置委託を受けて市町村が行う指導

〇関係機関との連絡調整

〇その他の必要な支援

・一時保護又は措置解除後の児童等が安定した生活を継続していくための支援 他

〇相談、養育環境等の調査、専門診断等（児童や家族への援助方針の検討・決定）
〇一時保護、措置（里親委託、施設入所、在宅指導等）
〇市区町村援助（市区町村相互間の連絡調整、情報提供等必要な援助） 等

役割分担・連携を図りつつ、常に協働して支援を実施

関係機関が情報を共有し、連携して対応
○代表者会議
○実務者会議

○個別ケース検討会議

児童相談所：池田子ども家庭センター（一時保護所）

支援拠点が調整機関の主担当機関を担うことで、支援の一体性、連続性を確保し、
児童相談所との円滑な連携・協働の体制を推進

リ
ス
ク
の
程
度

能勢町における児童等に対する必要な支援を行う体制（子どもの未来応援センター）の関係整理（イメージ図）

市
区
町
村

都
道
府
県

・類型：小規模A型
・福祉事務所未設置のた
め家庭児童相談室も未
設置

低

要保護児童対策地域協議会

保育所・認定こども園

民生委員児童委員

家庭教育支援チーム

児童相談所

保健機関

医療機関

小学校・中学校

府立高校

地域子育て支援拠点

警 察

教育委員会・SSW

要保護児童対策調整機関

・責任をもって対応すべき支援
機関を選定
→主担当機関が中心となって
支援方針・計画を作成

・支援の進行状況確認等を管理・
評価

・関係機関間の調整、協力要請
等

子育て世代包括支援センター（健康増進課）

市区町村子ども家庭総合支援拠点（福祉課）

高
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子ども家庭総合支援拠点の概要

実施主体：能勢町健康福祉部(福祉課及び健康増進課)
職員配置：子ども家庭支援員 2名

【社会福祉士1名(要保護児童対策調整機関担当者兼務)、保健師1名(子育て世代包括支援センター兼務)】

設 備：相談室2室、親子の交流スペース、事務室 等
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児童人口(人口) 子ども家庭支援員 心理担当支援員 虐待対応専門員 合計
(常時)

小規模Ａ型 概ね0.9万人未満

(人口約5.6万人未満)

常時2名(1名は非常

勤可)

2名以上

小規模Ｂ型 概ね0.9万人～1.8万人未満
(人口約5.6万人～11.3万人未満)

常時2名(1名は非常
勤可)

常時1名(非常勤可)※ 3名以上

小規模Ｃ型 概ね1.8万人～2.7万人未満
(人口約11.3万人～17万人未満)

常時2名(1名は非常
勤可)

常時2名(非常勤可)※ 4名以上

中規模型 概ね2.7万人～7.2万人未満
(人口約17万人～45万人未満)

常時3名(1名は非常
勤可)

常時1名(非常勤可) 常時2名(非常勤可)※ 6名以上

大規模型 概ね7.2万人以上
(人口約45万人以上)

常時5名(1名は非常
勤可)

常時2名(非常勤可) 常時4名(非常勤可)※ 11名以上

※児童虐待対応件数が全国平均を上回る市区町村は上乗せして配置すること。



子ども家庭総合支援拠点の業務内容
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【子ども家庭支援全般に係る業務】

・相談窓口をワンストップ化した、相談対応

・子どもの未来応援センター担当者連絡会議(担当者レベル)を月1回開催

(参考)会議出席者：福祉課(要保護児童対策調整機関・児童福祉担当・家庭教育専門員)、

健康増進課、子育て支援センター

・福祉版スクリーニングシートの導入

・学校版スクリーニングと福祉版スクリーニングを突合した突合版スクリーニングによる支援が

必要な子どもの早期発見・早期支援の仕組み

【要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への支援業務】

・要保護児童対策地域協議会事務局

【関係機関との連絡調整】

・福祉、教育、保育、保健、医療等の子育て支援を提供する関係機関、地域社会と連携した業務を

推進するために「子どもが創る明るい未来推進会議」(全体レベル)を設置

(参考)会議出席者：能勢町健康福祉部、能勢町教育委員会、能勢小学校、能勢中学校、

能勢町社会福祉協議会、大阪府池田子ども家庭センター等



ó 家庭教育支援事業（主体：健康福祉部及び教育委員会）
ó 子育て短期支援事業
ó SSW及びSC活用事業（主体：健康福祉部及び教育委員会）
ó 子どもの貧困対策強化促進事業（主体：健康福祉部及び教育委員会）
ó 子どもの居場所づくり（主体：健康福祉部及び教育委員会）
ó 要保護児童対策調整機関
ó 養育支援訪問事業

⼦ども家庭総合⽀援拠点で⾏う⽀援⼜は事業

能勢町子ども関係機関連絡協議会（要保護児童対策地域協議会）
ó 代表者会議（年1回）

【構成機関】池田子ども家庭センター、池田保健所、能勢町民生委員児童委員協議会、豊能警察署、認
定こども園みどり丘幼稚園、大阪府立能勢高等学校・大阪府立豊中高校能勢分校、能勢町内医療機関、
能勢町健康福祉部、能勢町教育委員会、能勢小学校、能勢中学校

ó 実務者会議（年3回）

【構成員】池田子ども家庭センター児童福祉司、ＳＳＷ、教育委員会指導主事、能勢小学校教諭、能勢
中学校教諭、のせ保育所所長、健康福祉部（保健師、社会福祉士、家庭教育専門員、担当）

ó 個別ケース検討会議（適宜）
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能勢町における子ども家庭総合支援拠点(イメージ図)

〇児童等に対する必要な支援を行うための拠点を整備。
※ 拠点においては、児童家庭に関する実情の把握、情報の提供、相談対応、調査・指導、関係機関との連絡調整を一体的に
担い、子育て世代包括支援センターを兼ねる。

※ 能勢町保健福祉センター内に設置した「子どもの未来応援センター」に、拠点としての機能を明確化する。

能勢町

＜能勢町における支援拠点のイメージ＞

調査及び指導 関係機関との
連絡調整

情報の提供

一時的に支援を提供

相談への対応

【広域的な対応】

児童相談所（池田子ども家庭センター）
（大阪府）

要保護児童対策
地域協議会

実情の把握

専門的な相談対応、
調査及び指導

府全体の実情の把握

一時保護

里親委託・施設入所等
の措置

【専門的な対応】

市町村間の
連絡調整等

支援を必要とする児童・家庭

平成29年4月施行・改正法による能勢町の対応

連携

連絡・調整

身近な場所での
継続的な支援

子どもの未来応援センター（一体的に担う支援拠点）

・子どもが創る明るい未来推進会議 ・子どもの未来応援センター担当者連絡会議
・家庭教育支援チーム ・子育て短期支援事業
・スクールソーシャルワーカー及びスクールカウンセラー活用事業
・子どもの貧困対策強化促進事業 ・子どもの居場所づくり
・養育支援訪問事業 ・要保護児童対策調整機関

新

専門的な知識及び技術を必要とする支援
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11

子育て世代包括支援センターの概要
実施主体：能勢町健康福祉部(福祉課及び健康増進課)

実施体制：利用者支援事業(母子保健型)

職員配置：保健師 3名(うち1名は子ども家庭総合支援拠点と兼務)、事務職 1名

子育て世代包括支援センター業務ガイドラインより



子育て世代包括支援センターの業務内容

⼦育て世代包括⽀援センターで⾏う⽀援⼜は事業
ó 地域子育て支援センター（一時預かり事業、ファミリー･サポート･センター事業、ブックスタート･ブッ
クプレゼント事業）

ó 乳児家庭全戸訪問事業、8か月児訪問
ó 乳児前期健診･乳児後期健診･1歳6か月･2歳6か月児･3歳6か月児･5歳児健診
ó 利用者支援事業（保健師専任担当制・子育て支援モバイルサービス、母子相談・教室「tsu･do･i」）
ó 子育て支援コーディネーター事業（心理判定員や作業療法士等による「ことばの相談」「巡回相談」
「発達相談」「療育親子教室」「個別発達支援」

ó 年長児支援事業（就学準備教室等）
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【妊産婦及び乳幼児等の実情の把握】

・子どもの未来応援センター担当者連絡会議を月1回開催

・福祉版スクリーニングの導入

・学校版スクリーニングと福祉版スクリーニングを突合した突合版スクリーニングによる支援が必要な子ども

の早期発見・早期支援の仕組み

【妊娠･出産･育児に関する相談、情報提供･助言･保健指導、支援プランの策定】

・相談窓口をワンストップ化した、相談対応

【関係機関との連絡調整】

・「子どもが創る明るい未来推進会議」を設置



能勢町における子育て世代包括支援センター（イメージ図）能勢町における子育て世代包括支援センター（イメージ図）

〇 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援のために、子どもの未来応援センター（子育て世代包括支援センター）
に保健師等を配置して、「⺟⼦保健サービス」と「⼦育て⽀援サービス」を⼀体的に提供できるよう、きめ細やかな
相談支援等を行う。

〇 子どもの未来応援センターは、子ども家庭総合支援拠点の機能を兼ねる。

医療機関

保健所
児童相談所

子育て支援機関

子どもの未来応援センター
（子育て世代包括支援センター）
子どもの未来応援センター

（子育て世代包括支援センター）
地域の関係団体等

保健師保健師 管理栄養士管理栄養士 心理職心理職 作業療法士作業療法士

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

妊娠に関する
普及啓発

⺟⼦相談

産前・産後サポート事業（保健師専任担当制・⼦育て⽀援モバイルサービス・⺟⼦相談・教室「tsu･do･i」）

妊婦健診 乳幼児健診（2歳６か月児・5歳児健診の実施）

両親学級等 乳児家庭全⼾訪問事業 予防接種

養育支援訪問事業

・保育所・認定こども園等
・地域子育て支援拠点事業
・子育て支援コーディネーター事業
・8ヶ月訪問 ・年⻑児⽀援事業「就学準備教室」

近隣住⺠やボランティアなどによるインフォーマルなサービス近隣住⺠やボランティアなどによるインフォーマルなサービス

①妊産婦等の支援に必要な実情の把握 ②妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導
③支援プランの策定 ④保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

※医師、⻭科医師、看護師、⻭科衛⽣⼠などの専⾨職とも連携

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

サ
ー
ビ
ス

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援

⺟⼦保健⽀援
子育て支援
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ó 子どもの未来応援センターを活動拠点として、家庭教育支
援チーム「ほっこり」が誕生。家庭教育専門員（支援リー
ダー）1名、家庭教育支援員（支援チーム員）8名【元保育
所長・元保育士・元教員・保護者等】で家庭教育支援チー
ムを構成。学期に1回、年長児から小学校4年生までの全家
庭を家庭教育支援員が訪問（ポピュレーション・アプロー

チ）し各家庭とつながる。
※役場の職員でもない、学校の先生でもない、地域住民による家庭教育支援
チームが各家庭とつながる

ó 福祉が主体となり教育委員会と家庭教育支援事業に取り組む
ことによって、福祉・教育連携プラットフォームを整備

ó 施設一体型小・中学校とつながる仕組みを構築

家庭教育支援事業の実施（福祉と教育が協働連携）

家庭教
育支援
チーム

学校

児童相談
所

教育

委員会

子どもの
未来応援
センター

要保護児
童対策地
域協議会

健康

福祉部

相談窓口のワン
ストップ化等

ケース会議等

福祉・教育連携プラットフォーム
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福祉と教育、学校がつながる仕組みづくり
ó 家庭教育支援推進会議（全体レベル）
構成：健康福祉部（子育て支援・児童福祉・母子保健・要対

協）、教育委員会（社会・学校教育）、小学校、中学校、保育
所、認定こども園、社会福祉協議会、池田子ども家庭センター、
家庭教育支援チーム等

開催：年2回

ó 小・中支援連携会議（現場レベル）
構成：児童生徒支援加配教諭、スクールソーシャルワーカー、スクー

ルカウンセラー、教育委員会指導主事、家庭教育専門員、福祉
課担当

開催：年3回

ó 平成30年度より福祉、教育、学校がより一層連携し切れ目のない支
援、相談体制（ハイリスク・アプローチ）を整備することを目的に、
大阪府から派遣されるスクールソーシャルワーカー、スクールカウ
ンセラーに加えて町独自で雇用するＳＳＷ及びＳＣ活用事業に取
り組む。

関係機関との連携を図るために福祉、教育、小中学校、
能勢高校･豊中高校能勢分校、ＳＳＷ、ＳＣで構成する
「ＳＳＷ・ＳＣ小中高連携会議」を適宜開催
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能勢町家庭教育支援事業

能勢町子どもの未来応援センター

能勢町スクールソーシャルワー
カー及びスクールカウンセラー
活用事業

(全体レベル)
・家庭教育支援推進会議(年2回)
(現場レベル・学校あり)
・小・中支援連携会議(年3回)
(現場レベル・学校なし)
・家庭教育支援員会議(年8回)

(現場レベル・学校あり)
・SSW・SC小中高連携会議

(年3回)

(全体レベル)
・子どもが創る明るい未来推進会議(年2回)
(現場レベル・学校なし)
・能勢町子どもの未来応援センター担当者連絡会議(年12回)

能勢町における「つながる仕組み」・各事業に関連する会議体の関係図
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子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることの
ないよう、子どもや家庭教育を支援する取組として、学校でもな

い、家庭でもない、いわゆる第三の居場所を提供する。
【学校プラットフォーム型】（主体：健康福祉部・教育委員会）

ó 長期休暇中に小学生を対象に、学校施設を活用し、体験プロ
グラム、学習会、昼食の提供を行う。登下校はスクールバス
を臨時運行。

ó 昼食の提供は行わない学習会も実施。登下校はスクールバス
を臨時運行。

子どもの居場所づくり事業

（実績）
夏休み元気ひろば（7日間） 参加者：710人（昨年度：3日間・126人）
夏休み学習会（3日間） 参加者：166人（昨年度：2日間・19人）
冬休み元気広場（2日間）申込者：201人（昨年度：2日間・95人）
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【地域展開型】（主体：健康福祉部）

ó 能勢町では6小学校、2中学校が施設一体型の小中学
校に再編されたことから、旧小学校区において子ど
もに限らず誰もが歩いて集える居場所「地域のフ
リースペース」づくりに平成30年より取り組む。

ó 「地域のフリースペース」の設置にあたっては、町
内の社会福祉施設に協力を得て、誰もが気軽に無料
で過ごせる場所を設置。冬休みには6施設がフリース
ペースを開設。

※「子どもが創る明るい未来推進会議」の部会を活用することにより

子どもの居場所づくり事業を福祉と教育が連携して実施し、つな

がっていない・つなげたい児童に対して周知を図る。
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親同士のつながり事業

ó 妊娠期から子育て期にある母親等を対象に、体験講座や
共食の機会を通じて親同士のつながりを促進させること
により、育児によるストレスの解消を図るとともに子育
て期における社会からの孤立を防止するために取り組む。
具体には、体験講座と共食を組み合わせた教室 母と子
のりらっくすたいむ「tsu･do･i」を年間12回開催。
平成30年度（4～10月） 参加者数 延べ264人

参考：平成29年度 参加者数 延べ486人

子育てつながり⽀援事業（利⽤者⽀援事業）

子育て支援モバイルサービス

ó のせっ子未来応援ナビは、予防接種や乳幼児健診等の案
内、子育て情報の提供を行うことよって、地域から孤立
しがちな子育て期にある母親等を支援する。H29.6.1運
用開始。
登録者数182人（H30.10.31現在） 参考：143人（H30.3.31現在）

保健師の専任担当制

ó 保健師の専任担当制を
導入することによって
子育て期にある母親等
に対し切れ目のない支
援を行う。
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5歳児（年中児）健康診査事業（平成30年度新規）

ó 就学前の５歳児（年中児）に健康診査（毎年9月・11月・1月の第2火曜日）を実
施することにより幼児の健康の保持及び増進を図る。

ó 具体的には、発達上、行動上に軽度の課題があり、支援を必要とする児童を早期
に発見することによって、育児に対する不安を抱えた保護者に寄り添い、児童や
保護者へのサポートを開始することで、スムーズな就学につなげる。

【従事者】医師、心理判定員、作業療法士、保健師、管理栄養士、保育士

５歳児(年中児）健康診査事業・年⻑児⽀援事業

20

日 程 対象者数 受診者数 受診率

9月11日（火） 16 16 100％
11月13日（火） 14 8 57.1％
1月8日（火） 11 12 109.1％

※1/8受診者数には、11/13未受診者2名が加わっている。



年長児支援事業（平成30年度新規）

ó 年長児支援事業は、翌年に就学を迎える6歳児を対象とし、5歳児健診の結果及び療
育事業等の経過を踏まえ、児童がもつ特徴に応じた支援を行うことにより、その課
題をできるだけ正確に把握するとともに就学準備教室等の経験を通じて、児の成長
を促す。

ó 保護者との懇談や相談の機会を通じて、児童の課題はもとより家庭が抱える課題等
についても、母子担当や教育委員会など関係機関が情報を共有し連携することによ
り、児のスムーズな就学を支援する。

【従事者】心理判定員、作業療法士、支援員（元教員）、保健師、教委指導主事 他

りんごクラス（第1水曜） みかんクラス（第4水曜）
日 程 対象者数 参加者数 参加率 日 程 対象者数 参加者数 参加率
9/19 4 4 100％ 9/26 19 18 94.7％
10/3 10 10 100％ 10/24 13 12 92.3％
11/7 10 7 70％ 11/28 13 12 92.3％
12/5 10 10 100％ 12/26 13 12 92.3％
1/9 10 7 70％ 1/23 13 13 100％
2/6 10 9 90％ 2/27 13 12 92.3％

【就学準備教室】

※12/5、1/23、2/6、2/27は能勢小学校1年生教室で実施。 21



子どもの貧困対策強化促進事業（平成３０年度新規）
【⼤阪府⽴⼤学（⼭野研究室）に業務委託】

【事業概要】

ó 学校で持つ校務データや教育委員会が持つ学力実態調査結果等、及び
福祉分野における福祉施策の活用状況等のデータを連携させ、スク
リーニングを行うことで、妊娠期から学齢期、引いては子ども若者支
援の対象年齢までを視野に入れた「切れ目のない支援の仕組み」の構
築と蓄積したデータの利活用方策について検討を行い、教育と福祉が
協働連携した体制整備を図ることを目的とする。

ó 支援の必要な家庭（保護者、児童、生徒）の抽出及び個別支援方策と
全体支援の方策について、優れた実践例に基づき具体的な手法を検討
する。

福祉と教育のより一層の連携をめざして
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ó 学校版スクリーニング
すべての児童生徒を対象に教職員でスクリーニングすることにより、1人では気づかない児
童生徒の状況を把握し、支援を必要とする児童生徒に対し、切れ目ない支援を教育と福祉の
連携により実施することを目的とする。

ó 福祉版スクリーニング
妊娠期から学齢期、子ども若者支援の対象年齢を対象に多職種(子どもの未来応援センター
担当者等)がスクリーニングすることにより、1人では気づかない状況を把握し、支援を必要
とする子どもやその家庭に対し、切れ目ない支援を教育と福祉の連携により実施することを
目的とする。

ó 突合版スクリーニング
福祉版スクリーニングと学校版スクリーニングを突合させることにより、学校では、学校か
らは見えなかった子どもの課題を把握することができ、それを踏まえて支援方策の再検討が
行える。また子どもの未来応援センターでは、就学前の気になる点をしっかり引き継ぐこと
ができ、さらに就学後の子ども・家庭の状況を追うことができ、支援の効果が見え、就学前
に必要なサービスの検討を行うことができる。
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教育と福祉が協働連携する具体的な手法



ó個人情報の取り扱いについて

能勢町個人情報保護条例の規定に基づき、事前予防型支援が必要である子ども
やその家庭について、教育と福祉で情報共有を行うことについて福祉部局、教
育委員会それぞれから諮問。
能勢町個人情報保護審査会から「個人情報の目的外利用及び外部提供が必要な
状況に置かれている者に係る個人情報の目的外利用及び教育委員会等への外部
提供については、正当な理由があり、事前予防型の支援の仕組みを構築するた
めに公益上必要であると認められるため、能勢町個人情報保護条例第8条第1項
第6号の規定に基づき、妥当と判断する」との答申を得た。

事後対応型から事前予防型の支援へ
要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦については、児童福祉法の規定
に基づき関係機関において情報の提供、共有することにより必要な措置を講
じることとなるが、その状況に至らないまでも、それらの児童等又は家庭に
おいて、変化や、気づきがあった時点で、関係機関が情報共有し支援につな
げる事前予防型の支援が行えることとなった。
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子どもの未来応援センター設置にあたっての工夫
【業務面】
ó 子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点を一体的に設置し、相談窓
口をワンストップ化

ó 子どもの未来応援センター設置前から母子保健担当、児童福祉担当、子育て支援担
当等の窓口は保健福祉センター内にあり、連携していたが、「つながる」という視
点を住民にも、職員にも見える化

ó 家庭教育支援事業(ポピュレーション・アプローチ)との連携により、ハイリスク・
アプローチにつなぐ

ó 教育、保健、福祉の連携する仕組みづくり

【施設面】
ó 既存の相談室や親子の交流スペース等(保健福祉センター内)の活用
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子どもの未来応援センター設置後のメリット
ó 会議体を整理したことで、連携がさらに進むようになった

ó 担当者レベルの定期的な会議を設けることで、多面的に家庭を見れるように
なった

ó 多職種の視点でアセスメント・プランニングができようになった

ó 気になるケースを早期発見し、早期支援につなぐことができるようになった

ó 教育との連携の仕組みづくりにより、個別支援からファミリー支援に
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設置後の課題・今後の展望
ó 人材の確保

ó 義務教育終了後の関係機関との連携

ó 若者が活用できる社会資源、地域資源の構築

ó 子どもの未来応援センターの活動は、まだ始まったばかり

ó 継続は力なり
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ご清聴ありがとうございました
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